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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 定期的な市民の声の把握

取 組 項 目 ８ 新たな市民満足度調査の実施【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定期的な市民の声の把握の観点から，市が実施している施策やサービスに対する市民の満足

度を把握するため，平成 22 年度に市民まちづくりアンケートを実施し，市の最上位計画であ

る「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に反映しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　定期的に市民の声を把握し，市政に反映するため，前回のまちづくり市民アンケートの質問

項目を基本として，各課等で実施している市民アンケートと調整を行い，新たな市民意識調査

の質問項目を設定します。

　その後，市民満足度調査を実施し，次期の市の最上位計画を策定する際に活用するとともに，

市政運営に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな市民満足度調査の

　質問項目の整理・実施

質問項目

の整理 実　施 結果 の反映

達成目標
　新たな市民満足度調査の質問項目が精査され，平成 26 年度に実施するとともに，市政に反

映しています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

まちづくり市民アンケートの調査結果を精査し，計画策定や施策・事業等の推進に反映，活用する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）アンケートの精査，施策等への反映，活用

　　・アンケート調査内容の精査

　　　（まちづくりに関する満足度や行政が実施している施策，市民サービス等の評価の把握，整理

　　　　など）

　　・ふるさと龍ケ崎戦略プランの達成状況の確認

　　・次期ふるさと龍ケ崎戦略プラン策定に向けた基礎資料としての活用　など

　

新規

進行管理シートの見方

「１　取組項目の内容」の取組事項で示す実施工程を

考慮した平成 27 年度の達成目標を記載しています。

目標達成に向けた具体的な取組事項について記載しています。



３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　ふるさと龍ケ崎戦略プランの主要事業や行政改革後期アクションプランの事業の達

成状況等の確認，進捗評価を行うとともに，次期最上位計画を策定するための基礎資

料として活用し，それぞれの施策・事業等の推進に反映した。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）アンケートの精査，施策等への反映，活用

　　　現行のふるさと龍ケ崎戦略プランや行政改革大綱後期アクションプランに基づく事業の推進

　　にあたって，まちづくり市民アンケートの調査結果を数値目標・指標にするなど活用し，主要

　　事業の進行管理や事業評価を行った。

　　　また，次期最上位計画の策定にあたり，まちづくり市民アンケートの調査結果の精査を行い，

　　次期最上位計画骨子（案）に反映し，同計画の策定にあたり組織された龍ケ崎市最上位計画策

　　定審議会に報告した。

目標到達度 目標達成 到達度 　---　 ％ 次期最上位計画骨子（案）に反映

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 457,268 457,268

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630 人） 0 6 6

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

「１　取組項目の内容」の実施工程全体

に対する進捗状況を評価しています。

 ２で記載した取組事項に関する進捗状況及び推進して

いくための課題について，簡潔に記載しています。

 施策・事業の活動実績及び成果について，

 数値や表等を用いて記載しています。

２で設定した達成目標について

・目標到達度：目標達成・目標未達成を記載。

・到達度：数値目標を設定した場合は，状況に応じて 0 ～ 100% を記載。それ以外は「 ---」。

　到達度の根拠のほか，目標達成できた（できなかった）内容を簡潔に記載。

当該事業コストについて，人件費を含め記載しています。単位コストについては，

全取組事項共通で「①市民 1 人当たり 78,630 人（平成 27.10.1 常住人口）」を

設定しています。

当該事業の実績を図るための指標を設定しています。



行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 情報提供手段の充実

取 組 項 目 １ 積極的な情報公開【情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　情報提供手段の充実の観点から，市公式ホームページの充実を図り，平成 23 年度からツイッター・

フェイスブックの運用及びメール配信サービスを開始しました。

　また，平成 24 年度に市役所 3 階の情報公開室のリニューアルを行い，新たな情報公開室として開設

し，市政情報に関する書籍の充実を図りました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市政運営の透明性の向上を図るため，新たな情報公開室に内部会議の資料及び会議録を備え付け，常

時閲覧可能とします。

　また，龍ケ崎市情報公開条例については，制定が予定されているまちづくり基本条例において規定す

る情報共有（市民の知る権利の保障）に沿った改正を行います。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　内部会議等の資料及び会議録

　の常時閲覧可

内部会議資料 等の常時閲覧 可

　情報公開条例の見直し・運用
条例の見直し 運用スタート

達成目標 　内部会議の資料及び会議録が常時閲覧可能になっているとともに，情報公開条例の見直しにより，市

民の知る権利を保障いたします。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・内部会議等の資料及び会議録の常時閲覧可：
　会議録作成システム及び移動式マイクシステムの活用による迅速な会議録の作成及び公表等
・情報公開条例の見直し・運用：
　情報公開条例及び附属機関の会議の公開に関する条例の改正

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）内部会議等の資料及び会議録の常時閲覧可

　　平成 25 年度・平成 26 年度に導入した会議録作成システム及び移動式マイクシステムを各会議

　　で利用し，会議録の作成時間を短縮し，迅速な公表等を行う。

　　①市民への対応

　　　・積極的な公表等の制度については，広報紙及び市公式サイトにより周知

　　②各課等への対応

　　　・システム等に係る職員向け研修

　　　・システムの利用促進に係る事務連絡（四半期ごと）　　

　

（２）情報公開条例の見直し・運用

　　今年 9 月に施行するまちづくり基本条例の基本理念・情報共有の規定及び積極的な公表等の取組

　　との整合を図るため，情報公開条例及び附属機関の会議の公開に関する条例の改正を行う。

　　①改正スケジュール

　　　・昨年度作成した改正の草案を基に，改正案（改正条文及び新旧対照表）を作成したのち，人

　　　　事行政課及び企画課と協議を行い，市長決裁を経て，情報公開・個人情報保護審査会へ報告

　　　・6 月議会へ上程し，議決を得た後，当該月末に条例を公布

　　　・市民及び職員への周知

　　　・9 月1日から施行

1

新規

新規



３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　内部会議等の資料及び会議録の公表に関しては，会議録作成システムの活用により，
より迅速に行えるようになった。継続的なシステム操作研修を行うとともに，利用の
促進を図り，公開対象の資料等を適切に整備，公表していく。情報公開条例及び附属
機関の会議の公開に関する条例の改正に関しては，「まちづくり基本条例」の基本理
念等に沿った改正を行った。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）内部会議等の資料及び会議録の常時閲覧可

　　　会議録作成システム及び移動式マイクシステムの活用により，会議録の作成時間が短縮され，

　　　より迅速に資料等を公表することができた。

　　①市民への対応

　　　庁議や政策推進会議などの内部会議の会議録の公表に関して，情報公開条例及び行政情報の公

　　　表等の推進に関する指針に基づき，広報紙及び市公式サイトにより，制度の周知を行った。

　　②各課等への対応

　　　利用課等向けに会議録作成システム及び移動式マイクシステムの操作研修を実施したほか，イ

　　　ントラの施設予約で管理を行った。

（２）情報公開条例の見直し・運用 

　　・平成 27 年第2回定例会へ上程し，6 月末に条例の公布

　　・第3回情報公開個人情報保護審査会へ条例改正内容の説明　　

　　・職員等への周知

　　・9月1日から施行

　　※情報公開条例改正の概要：

　　　「市民の知る権利の保障」に係る整理，「市民」の定義に係る整理，情報の積極的な公表に関

　　　する規定の追加

　　※附属機関の会議の公開に関する条例の概要：

　　　会議を傍聴する者への会議資料の「閲覧」から「提供」への改正

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 
迅速な会議録等の公表，改正した条例

の公布・施行

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

1,360,800 2,286,339 3,647,139

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

99 0 0 1

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 18 30 48

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

会議資料及び会議録の写し
の公表件数（延べ件数）

平成 26 年度：会議資料129件，会議録126件
平成 27 年度：会議資料183件，会議録 222件

2



行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 情報提供手段の充実

取 組 項 目 ２ 出前講座の拡大【生涯学習課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　市民への説明機会の拡充の観点から，平成 24 年度に出前講座の講座メニューの見直しを行

い，「龍ケ崎市(まいど！My do！)出前講座」としてリニューアルし，ホームページなどにお

いて PR を行いました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市民等の市及び市政に関する理解をより一層深めるため，市民や企業などとの協力・連携に

よる出前講座を実施します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　市民・企業などとの連携による

　出前講座の実施

出前講座の実施

達成目標 　職員が行う講座以外に，市民及び企業などが行う講座も実施しています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　利用回数の少ない講座メニューをピックアップし，市広報紙及び公式ホームページ上で紹介すると
ともに，上半期，下半期での出前講座利用状況（実績）を市民にお知らせするなどの方法により，出
前講座活用数を前年度比で 10％増に引き上げる。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）市民による出前講座の活用実績公表

　　① H26 年度出前講座活用実績の公表

　　　活用実績をランキング形式で公表する。併せて，利用傾向等を分析する。

　　② H27 年度上半期，下半期での活用実績を９月，３月に公表

（２）H27 年度出前講座活用実績を前年度比 10％増の 63 回に引き上げる。

　　　あまり利用されていない講座メニューをピックアップして，広報紙等に紹介し，活用を促す。

（３）開催回数でランキング１位となった課等を内部で顕彰する。

　　　１年間の各課等の取組みを顕彰することで，市民に市政に関する理解を深めてもらうことの重

　　　要性を改めて認識する機会を設ける。

3



３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　出前講座の活用実績について，本年度から市公式ホームページで公開を始めた。個

人番号（マイナンバー）等，話題となっている制度は，市民からの要望が多数あった

ことから，所管課と協議のうえ，年度途中から新たな講座として加えた。更なる制度

向上のため，新年度に向けては，講座内容の見直しを各課等に依頼する必要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）市民による出前講座の活用実績公表

　　　活用実績を前期，後期に分けて，市公式ホームページで公表した。H27年度の申込数上位は次

　　のとおり。講座申込数ベスト5のうち3つは高齢福祉課が担当する講座で，なかでも介護予防に関

　　する講座は21回を数えた。

講座名 担当課 申込数

１ 介護予防 高齢福祉課 21

２ 防災対策 危機管理室 11

３ よくわかる介護保険 高齢福祉課 10

４ 高齢者福祉サービス 高齢福祉課 8

５ マイナンバーについて 市民窓口課 ６

（２）H27 年度出前講座活用実績を前年度比 10％増の 63 回に引き上げる。

　　　H27 年度出前講座活用実績は，65件（開催）となり目標を達成した（前年度実績：58件）。

（３）開催回数でランキング 1～3 位となった課等を内部で顕彰する。

　　　Ｈ28 年度初旬に実施

（４）その他（人材バンク登録者の紹介）　　

　　　人材バンク登録者のうち，「中国語の指導」と「身近な税のこと」の 2件，2 人を市公式ホー

　　ムページで紹介した。従来の登録者一覧表とは別に，登録者の人柄や思いなどを取材したうえで

      紹介。「顔」の見える登録者（講師）紹介とした。

目標到達度 目標達成 到達度 100 ％ 講座活用実績前年度比 10％増

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,066,958 1,066,958

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630 人） 0 14 14

② 実施出前講座１件あたり（65件） 0 16,415 16,415

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

出前講座の活用実績 平成 25 年度：51件 ⇒ 平成 26 年度：58件 ⇒ 平成 27 年度：65件
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 広聴機能の充実 

取 組 項 目 ７ 新たな広聴制度の構築【市長公室】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　広聴機能の充実の観点から，市長への手紙など市民から寄せられる意見・要望のデータベー

ス化を行いました。

　また，市民から寄せられる意見・要望に対する市の考えや対応策等を市公式ホームページで

公表しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　さらなる広聴機能の充実を図るため，市長への手紙・市政モニター・かたらい広場・タウン

ミーティング（市長との意見交換会）などを通して，より多くの市民の声の集約を行うととも

に，庁内での情報共有の強化を図ります。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　市民の声の集約・共有
　市民の声の 集約･共有

達成目標 　市民の声がデータベース化及び庁内での情報共有が図られ，市政運営に反映されています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・タウンミーティング（市長との意見交換会）等で出された意見・要望を職員の誰もが閲覧できるよ
　うにする。
・インターネット市政モニターのアンケート集計結果を職員の誰もが閲覧できるようにする。
・市長への手紙に寄せられた意見・要望について庁議メンバーに報告する。
・「かたらい広場」で出された意見・要望を職員の誰もが閲覧できるようにする。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）タウンミーティング（市長との意見交換会）等で出された意見・要望を職員の誰もが利用でき

　　るようにする。

　　・タウンミーティング等の顛末書をデータベース化する。

　　・データベース化した顛末書を職員の誰もが利用できるようにする。

（２）インターネット市政モニターの集計アンケートを誰もが利用できるようにする。

　　・インターネット市政モニターのアンケート集計結果をデータベース化する。

　　・データベース化したアンケート集計結果を誰もが利用できるようにする。

（３）市長への手紙に寄せられた意見・要望について

　　・市長への手紙に寄せられた意見・要望について庁議メンバーに報告する。

（４）「かたらい広場」で出された意見・要望を職員の誰もが利用できるようにする。

　　・かたらい広場の顛末書等をデータベース化する。

　　・データベース化した顛末書を職員の誰もが利用できるようにする。
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　市長との意見交換会での意見等については，全職員が情報共有できるようデータ

ベース化し，閲覧できるようにしている。なお，「かたらい広場」では，個人情報等

に関わる内容が多いことから，関係課のみ公開とした。「市長への手紙」は，個人情

報を除き，庁議メンバーに定期的に配布するとともに，市公式サイトに掲載した。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）タウンミーティング（市長との意見交換会）で出された意見等の閲覧

　　①市長との意見交換会

　　　実施した全ての顛末書を電子ファイル化し，各部課等の長に送付するとともに，職員の誰もが

　　　閲覧できるように庁内システム内に掲示した。また，意見交換会の中で出された質問とその回

　　　答等を公式サイトに掲載した。

　　　・10月24日　長山地域コミュニティ協議会　　　・11月28日   八原まちづくり協議会

　　②インターネット市政モニターとの懇談会　7月4日

　　　主な意見の要旨を作成し，電子ファイル化して誰でも閲覧できるように市公式サイトに掲載し

　　　た。

（２）インターネット市政モニターアンケートの集計結果の閲覧

　　　実施した４件全てをデータベース化し，市公式サイトに掲載した。

（３）市長への手紙の意見・要望の報告

　　　市長への手紙に寄せられた意見・要望について，庁議メンバーに報告し，市公式サイトに掲載

　　した。

（４）「かたらい広場」の意見・要望の報告

　　　実施した全ての主な意見の要旨を電子ファイル化し，可能なものについては庁内システムに掲

　　載した。

　　・７月７日　　ひまわり　

　　・11月27日　スイートキャンディーズ　　

　　・1月14日　　市政に対する質文

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 市民意見等の庁内の情報共有化

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 609,690 609,690

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630 人） 0 8 8

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

インターネット市政モニ
ターアンケート調査

平成 26 年度：9件　→　平成 27 年度：4件

かたらい広場等の開催 平成 26 年度：13件　→　平成 27 年度：5件

市長への手紙 平成 26 年度：131件　→　平成 27 年度：173件
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 １ 仕事の成果と市民の納得

推 進 項 目 ― 定期的な市民の声の把握

取 組 項 目 ８ 新たな市民満足度調査の実施【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定期的な市民の声の把握の観点から，市が実施している施策やサービスに対する市民の満足

度を把握するため，平成 22 年度に市民まちづくりアンケートを実施し，市の最上位計画であ

る「ふるさと龍ケ崎戦略プラン」に反映しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　定期的に市民の声を把握し，市政に反映するため，前回のまちづくり市民アンケートの質問

項目を基本として，各課等で実施している市民アンケートと調整を行い，新たな市民意識調査

の質問項目を設定します。

　その後，市民満足度調査を実施し，次期の市の最上位計画を策定する際に活用するとともに，

市政運営に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな市民満足度調査の

　質問項目の整理・実施

質問項目

の整理 実　施 結果 の反映

達成目標
　新たな市民満足度調査の質問項目が精査され，平成 26 年度に実施するとともに，市政に反

映しています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

まちづくり市民アンケートの調査結果を精査し，計画策定や施策・事業等の推進に反映，活用する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）アンケートの精査，施策等への反映，活用

　　・アンケート調査内容の精査

　　　（まちづくりに関する満足度や行政が実施している施策，市民サービス等の評価の把握，整理

　　　　など）

　　・ふるさと龍ケ崎戦略プランの達成状況の確認

　　・次期ふるさと龍ケ崎戦略プラン策定に向けた基礎資料としての活用　など
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　ふるさと龍ケ崎戦略プランの主要事業や行政改革大綱後期アクションプランの事業

の達成状況等の確認，進捗評価を行うとともに，次期最上位計画を策定するための基

礎資料として活用し，それぞれの施策・事業等の推進に反映した。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）アンケートの精査，施策等への反映，活用

　　　現行のふるさと龍ケ崎戦略プランや行政改革大綱後期アクションプランに基づく事業の推進

　　にあたって，まちづくり市民アンケートの調査結果を数値目標・指標にするなど活用し，主要

　　事業の進行管理や事業評価を行った。

　　　また，次期最上位計画の策定にあたり，まちづくり市民アンケートの調査結果の精査を行い，

　　次期最上位計画骨子（案）に反映し，同計画の策定にあたり組織された龍ケ崎市最上位計画策

　　定審議会に報告した。

目標到達度 目標達成 到達度 　---　 ％ 次期最上位計画骨子（案）に反映

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 457,268 457,268

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630 人） 0 6 6

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート 

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の業務能力の向上

取 組 項 目 12 人事評価制度の推進【人事行政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の業務能力の向上の観点から，人事評価制度を推進するとともに，平成 22 年度には評

価結果が勤勉手当に反映する仕組みを構築し，平成 23 年度から運用しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　職員の資質向上を図ることで，組織力を高め，より質の高いサービスを提供するため，人事

評価制度を推進します。

また，人事評価制度のレベルアップを図り，人事評価の結果を昇給及び昇格に反映します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　人事評価制度の推進
人事評価制度 の推進

(昇給に反映） (昇格に反映)

達成目標 　人事評価の結果が平成 26 年度の昇給，及び平成 27 年度の昇格に反映されています。　

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

改正地方公務員法の施行（平成 28 年 4 月予定）にあわせ平成 27 年度の評価結果を平成 28 年 4 月
の昇給に反映させる。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）昇給反映のシミュレーション作成及び反映案の合意

　　①予算影響額（単年度）を試算（H26 評価結果）

　　②反映による影響額推計（5 年間）を作成し財政課と協議

　　③職員労働組合への昇給反映案の提示及び合意

（２）昇給反映実施に向けての職員へ人事評価制度の理解（公平性・納得性の確保）

　　①評価者のマネジメント能力の向上（評価者訓練）

　　②被評価者への人事評価制度研修の実施（例年対象外である主幹以下の未受講者を含む。）

（３）関係規定等の整備

　　①給与条例における等級別基準職務表の規定

　　②平成 28 年度当初予算への計上
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

　平成 27 年度の人事評価結果を平成 28 年 4 月からの昇給反映に向け，職員の人事

評価制度への理解を深めて公平性，納得性の確保に努めた。

　今後もさらなる適正かつ円滑な制度運用に向けて，評価者のスキルアップと被評価

者の人事評価制度への信頼の確保を推進していく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）昇給反映のシミュレーション作成及び反映案の合意

　　　具体的な昇給反映案（号給数・対象範囲）による影響額等のシミュレーションを作成した。

（２）昇給反映実施に向けての職員へ人事評価制度の理解（公平性・納得性の確保）

　　　例年実施している年度当初（4月）の評価者研修では，具体的な事例による指導記録シートの

　　評価基準のすり合わせをしてスキルアップを図った。

　　　また，これまで実施を見送っていた主幹以下の被評価者に対して，人事評価制度の基本の再確

　　認やスケジュール管理の徹底を目的に研修会を平成27年7月に実施した。

（３）関係規定等の整備

　　　地方公務員法改正に伴う現行の人事評価制度との相違点の整理及び給与関係規定との整合性を

　　確認した。昇給反映を含めた円滑な制度運用を目指して，関連規則等の改正を平成28年3月まで

　　に実施した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 人事評価結果の昇給への反映

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,905,283 1,905,283

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 0 25 25

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の業務能力の向上

取 組 項 目 13 新たな人材育成基本計画の策定【人事行政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の業務能力の向上の観点から，本市が目指すべき職員像や人材育成の方策などを定めた

「龍ケ崎市人材育成基本計画」を平成 24 年度に改正し，運用しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　複雑・多様化する行政需要に対応するとともに，業務体制の変更などにも柔軟に対応するた

め，正規職員に加え非正規職員の育成も勘案した，新たな人材育成基本計画（人材育成戦略プ

ラン（仮称））を策定します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　人材育成基本計画の推進

基本計画 の推進

　新たな人材育成基本計画

（人材育成戦略プラン

　(仮称)）の策定

新たな基本

計画の策定 新たな基本 計画の推進

達成目標
　正規職員及び非正規職員の人材育成を勘案した，新たな人材育成基本計画が平成 26 年度に

策定され，人材育成の取組が行われています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

第 2 次龍ケ崎市人材育成基本計画に基づく施策の実施
・職員と組織の目標（ゴール）への目線合わせ
・チームワークと次世代リーダーの育成
・職場風土の醸成

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）職員と組織の目標（ゴール）の目線合わせ
　　①人事評価制度の適正な運用を通して目指す職員像を明示し，職階に必要な意識と能力の向上を
　　　図る
　　・人事評価制度研修の拡充（主幹以下への制度の理解）

（２）チームワークと次世代リーダーの育成
　　①女性リーダーの戦略的育成と管理職への積極的な登用
　　・女性職員の意識改革を促すため，『女性キャリアアップ研修』を実施

（３）職場風土の醸成
　　①ワーク・ライフ・バランスに関連した研修の実施
　　・第３期龍ケ崎市特定事業主行動計画『仕事と家庭両立プラン』に基づく施策の実施
　　　⇒庶務事務システム導入に向けた実施計画の策定（平成28年度以降導入予定）
　　・職員のストレスや健康状態に対するカウンセリング体制の構築
　　　⇒メンタルヘルス研修・ストレスチェック等による健康管理の充実
　　②公共機関や民間企業等との相互人事交流を積極的に実施
　　・茨城県や他市町村等との実務研修生の派遣・受入
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　平成 27 年 3月に策定した「第２次龍ケ崎市人材育成基本計画」に基づく施策を具

体化し，平成 28 年度以降の本格的な実施に向けた準備期間として取り組んだ。地方

公務員法改正による人事評価制度のさらなる適正な運用の推進，次世代リーダー育成

に向けての具体的な制度構築が必要である。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）職員と組織の目標（ゴール）の目線合わせ

　　①人事評価制度の適正な運用を通して目指す職員像を明示し，職階に必要な意識と能力の向上を

　　　図る。

　　　地方公務員法改正による人事評価制度の規定にあわせ，職員への制度理解の推進を図ることを

　　　目的に主幹以下職員を対象とした人事評価制度研修を実施した。（平成27年7月）

（２）チームワークと次世代リーダーの育成

　　①女性リーダーの戦略的育成と管理職への積極的な登用

　　　女性職員がモチベーションを保ちながら業務遂行できる職場環境を創出できるよう，主幹～主

　　　査の女性職員を対象とした『女性キャリアアップ研修』を実施した。

（３）職場風土の醸成

　　①ワーク・ライフ・バランスに関連した研修の実施

　　・第3期龍ケ崎市特定事業主行動計画『仕事と家庭両立プラン』に基づく施策の実施　

　　　職員の勤務時間や休暇取得状況の適正な把握を可能とする庶務事務システム導入に向けた実施

　　　計画を策定し，情報化システム中期事業計画で採択され平成28年度当初予算に計上された。

　　　（平成28年10月以降導入予定）

　　・職員のストレスや健康状態に対するカウンセリング体制の構築

　　　⇒研修機関におけるメンタルヘルス研修への職員派遣を拡充し，労働安全衛生法改正によるス

　　　　トレスチェックを全職員を対象に平成28年2月に実施した。

　　②公共機関や民間企業等との相互人事交流を積極的に実施

　　・先進地における業務手順，事例等を習得し職務能力を向上させることを目的に茨城県，つくば

　　　市等へ実務研修による人事交流を実施した。（平成27年度派遣・実務研修職員：8人）

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 人材育成基本計画に基づく施策の実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 914,536 914,536

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 0 12 12

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

職員研修実績（受講者数
等）

職員別研修：107 人（11 項目），専門研修：138 人（18 項目），
特別研修　：862 人（19項目）
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 行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 職員の意識改革と資質向上

取 組 項 目 14 業務改善の推進【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　職員の意識改革及び資質向上の観点から，職員の創意工夫により事務能率及び政策形成能力

の向上を図ることを目的として，職員提案制度を推進しました。

　また，職員の積極的な業務改善に資するため，職員提案制度と人事評価制度との連携を図り，

「チャレンジ加点」制度を設けました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　職員の創意工夫により事務能率及び政策形成能力の向上を図るため，引き続き，職員提案制

度を推進します。

また，各課等で率先的に職場内業務改善運動を推進し，全庁的な業務改善運動を展開します。

　さらに，業務の円滑化及び効率化を図るため，内部会議の統廃合を含めた見直しを行うとと

もに，会議の構成員についても見直しを行います。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　職員提案制度の推進
職員提案 制度の推進

　業務改善運動制度(仮称)の

　構築・運用

制度構築 運用スタート

　内部会議の統廃合及び構成

　員の見直し

内部会議の

見直し

運用スタート

達成目標
　有効な提案が実行に移され，多方面でその効果が発揮されています。

　また，内部会議の充実により，業務の効率化が図られています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

（１）職員提案の募集，及び採用提案の進捗管理を行い，提案制度を推進する。
（２）平成 28 年度の運用開始に向け，業務改善運動制度を構築する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）職員提案制度の推進

　　①職員提案の募集

　　・各課及び各職員宛通知（メール），掲示板への掲出

　　②採用提案の進捗管理

　　・各課照会，市長報告

　　・提案内容の推進及び実施の促進

（２）業務改善運動制度の構築

　　①先進事例調査

　　②制度設計及び規程の作成

　　・職員提案制度との関係整理

　　・手引き等の作成

　　・内部会議，関係課調整及び庁議での審議
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
■　遅れている
□　見直しが必要 

　職員提案を募集し，制度の推進に努めるほか，職場単位で実践する業務改善運動制

度の仕組みを新たに構築した。新制度の運用にあたっては，所属長のリーダーシップ

のもと，職員一人ひとりや組織が主体的かつ日常的に改善を進める意識改革と職場環

境が重要であることから，年間を通じて制度の周知啓発を行い，活用を推進していく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）職員提案制度の推進

　　①職員提案の募集

　　　提案の募集期間を長く設定（1 か月間）し，提案提出の増加に努めた。

　　　※提案の種類：自由提案・課題提案（駅名改称機運醸成に向けた取組等）

　　②採用提案の進捗管理

　　　過年度に採用された提案のうち未実施の提案（7件），及び今年度に採用された提案（9件）

　　　の進捗状況等について，所管課に調査を依頼し，結果を市長に報告するとともに，現時点で未

　　　実施の提案については，実現に向けて計画的に取り組むよう働きかけた。

　　③制度の見直し

　　　提案提出から採否決定までの期間の短縮，採否区分の拡充，褒賞制度の導入など，制度の更な

　　　る推進と改善を図った。

（２）業務改善運動制度の構築

　　①先進事例調査

　　　東京都日野市をはじめ，県内自治体の業務改善の取組や規程，表彰制度の実施状況などについ

　　　て情報収集し，調査研究を行った。

　　②制度設計及び規程の作成

　　　先進自治体の取組事例を参考に制度設計を行い，背景・目的，取組方法等を示した素案，及び

　　　規程を作成し，これを庁議に諮り，平成 28 年度の運用開始の了承を得た。

　　＜龍ケ崎市業務改善運動制度（ワンステップアップ改善）＞

　　　日常的に自ら改善を進める組織風土を醸成することで，効率的な業務執行体制を構築するとと

　　もに，職員のスキルアップを図り，もって市民サービスの向上に資することを目的とする。職員

　　個人の発想を課・グループ等で検討し，組織（課等）として実践する制度。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 提案制度の推進，業務改善運動制度の構築

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

46,656 990,747 1,037,403

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 1 13 14

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

職員提案制度：提出及び
採用提案件数

平成 26 年度：提出 17件（自由提案 11件，課題提案 6件）うち採用 3件
平成 27 年度：提出 19件（自由提案 14件，課題提案 5件）うち採用9件
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 １ 市民に信頼される市政を実現しよう

重 点 項 目 ２ 目指すべき職員像と経営強化

推 進 項 目 ― 定員管理の適正化

取 組 項 目 15 人的資源の最適配分の推進【人事行政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　定員管理の適正化の観点から，平成 26 年 4 月 1 日までに市職員を 460 名とする第 5 次定

員適正化計画を推進しました。その結果，平成 23 年 4 月 1 日には市職員が 452 人となり，

計画の目標を前倒しで達成したことから，目標の見直しを行い，平成 26 年 4 月 1 日までに市

職員を 425 人とする第 5 次定員適正化計画（改訂版）を策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　総人件費を抑制するとともに，より簡素で効率的な行政運営を図るため，第 5 次定員適正化

計画（改正版）を推進し，市職員の適正配置を図ります。

　また，業務ごとにそれを担う職員像を明らかにしたうえで，人材配置計画（仮称）を策定し

ます。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　第 5 次定員適正化計画

　（改正版）の推進

 　定員適正化 計画の推進

　人材配置計画(仮称)の策定

人材配置計画

 （業務内容の

の策定    人材

明確化） 

配置計画の推進

達成目標

　第 5 次定員適正化計画（改正版）を推進し，平成 26 年 4 月 1 日には市職員が 425 人に

なっています。

　また，業務ごとにそれを担う職員像を明らかにしたうえで，正職員に加え，非正規職員の配

置を含めた，新たな人材配置計画（仮称）を平成26年度に策定し，運用しています。職員採

用も当該計画に従って，行われています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

第6次龍ケ崎市人員管理計画に基づく施策の実施

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）臨時・非常勤職員等の多様で弾力的な任用の推進
　　①一般職非常勤職員の処遇改善
　　・在職年数に応じた昇給制度の創設や研修体制の確立
　　・任用更新時における更新基準の策定（勤務態度・職務能力等）
　　②任期付職員の採用
　　・多様な行政ニーズを把握し，必要とする職種への人材確保
　　③再任用職員の採用
　　・退職予定者からの希望動向を早期に把握し人員配置及び受入環境を整備

（２）職種構成の見直しに向けて現状把握
　　①弾力的な人員管理に対応するために，各課における事務事業の適正かつ必要な人員の事前把握
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　第 6 次龍ケ崎市人員管理計画に基づき，平成 28 年度の新規採用者数を決定した。

　計画を実行するうえで新規大型事業や多様な行政ニーズに迅速に対応するためには，

先を見越した人員配置や多様な任用形態による運用が求められている。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）臨時・非常勤職員等の多様で弾力的な任用の推進

　　①一般職非常勤職員の処遇改善

　　・新たに平成27年4月から在職年数に応じた昇給制度を創設し，処遇改善による職員のモチベー

　　　ションの向上に寄与した。

　　②任期付職員の採用

　　・地域包括支援センターにおける保健師職について，新規募集を実施した（採用者なし）。

　　・業務の進捗状況を勘案し，任期付職員3人の任期を2年間更新した。

　　③再任用職員の採用

　　・平成28年3月退職者のうち希望する職員10人を再任用とした。

（２）職種構成の見直しに向けて現状把握

　　・各課における正職員と臨時・非常勤職員の職種構成を適正化させるため，平成28年度当初予算

　　　要求前にヒアリングを実施した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 人員管理計画に基づく施策の実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 914,536 914,536

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630 人） 0 12 12

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

職員数（一般職職員） 435 人（H27.4.1 現在）　→　434 人（H28.4.1 現在）
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 行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 行政評価システムのレベルアップ

取 組 項 目 41 新たな行政評価制度の構築・推進【企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　行政評価システムのレベルアップの観点から，第 5 次総合計画の進行管理は施策評価で行い，

評価結果を翌年度の事業や予算に反映するとともに，ふるさと龍ケ崎戦略プランの基礎資料と

して活用しました。

　また，事務事業評価の一環として，平成22年度及び平成23年度に事業仕分けを実施し，事

務事業の見直しを行いました。

　施策評価及び事業仕分けの結果は，広報紙及び市公式ホームページに掲載し，幅広く公表し

ました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　ふるさと龍ケ崎戦略プランの進行管理は，これまでの施策評価を見直し，施策及び事務事業

を一体的に評価する新たな施策評価を実施します。

　また，ふるさと龍ケ崎戦略プランに位置づけられていない事務事業の見直しについては，新

たな事務事業評価を構築し，実施します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　新たな施策評価の実施
新たな施策 評価の実施

　新たな事務事業評価の

　構築・実施

制度構築・試行 新たな事務 事業評価の実施

達成目標
　施策評価と事務事業評価を実施し，施策及び事務事業に反映されています。

　また，行政評価の結果がわかりやすく公表されています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　・重点戦略や基本目標とそれに関連する主要事業を一体的に評価する。また、今後策定予定の（仮
　　称）まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理との関係性について整理する。

　・ふるさと龍ケ崎戦略プランとともに，政策実行の両輪となる第6次行政改革大綱の着実な実行に向

　　け，後期アクションプラン掲載事業を対象とした事業評価を実施する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）施策評価の実施

　　①重点戦略及び基本目標と関連する主要事業の一体的な評価

　　　　これまでに導入した、ふるさと龍ケ崎戦略プランに掲載する各施策及びそれに関連する主要

事業とを一体的に評価するための「進捗状況評価シート」「進行管理シート」、また昨年度よ

り導入した、重点戦略ごとの進捗を確認する「重点戦略総括シート」により、引き続き施策評

価を実施する。

　　　・重点戦略総括シート…重点戦略ごとに取りまとめるシート

　　　・進捗状況評価シート…各施策ごとに作成するシート

　　　・進行管理シート…各主要事業ごとに作成するシート

　　②評価方法の見直しの検討

　　　　施策評価の実施にあたり、事務内容を見直し、事務の軽減を図ると共に，今後策定予定の

（仮称）まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理との関連について整理し，手法等につい

て検討する。

（２）事務事業評価の実施

　　・後期アクションプラン掲載事業を対象とした事務事業評価を実施する。　　　　　　
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　施策評価の実施により，遅れが生じている主要事業などは特に重点的に推進してい
くとともに，ふるさと龍ケ崎戦略プランの５ヵ年計画の最終年度となる次年度におい
ては，５ヵ年の最終評価を行い，次期最上位計画における事業推進に生かしていく必
要がある。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）施策評価の実施

　　①重点戦略及び基本目標と関連する主要事業の一体的な評価

　　・平成 25 年度に導入し，平成 26 年度において一部評価基準の見直しを図った「進行管理シー

　　　ト」及び「進捗状況評価シート」により，ふるさと龍ケ崎戦略プランに掲載する各施策と主要

　　　事業について一体的な評価を実施。また，よりわかり易い情報提供のために，重点戦略ごとに

　　　総括した「重点戦略総括シート」を作成し，「進捗状況評価シート」とともに市公式ホーム

　　　ページ等にて公表した。

　　・評価の実施においては，各主要事業の所管課において各シートによる内部評価を進めるのと並

　　　行して，客観的な視点での評価となるよう，指標に対する達成度や近隣市町の実績データとの

　　　比較（ベンチマーキング）を実施した。また，外部視点を取り入れた評価となるよう，市民公

　　　募を含めた委員からなる行政経営評価委員会による最終評価を受けた。

　　②評価方法の見直しの検討

　　・まちづくり市民アンケートの結果などを踏まえ，ふるさと龍ケ崎戦略プランにおける取組を評

価し，最上位計画策定審議会において報告した。その評価の過程で，施策評価の課題や改善点

を整理し，龍ケ崎市まち・ひと・しごと創生総合戦略と次期最上位計画について，効果的・効

率的な施策評価を実施できるよう，一体的な評価方法などを検討した。

（２）事務事業評価の実施

　　・平成26年度の後期アクションプランの取り組みの進捗評価を行うとともに，次期最上位計画の

骨子（案）に反映するため，これまでの取り組みを振り返る評価シートを作成し，行政経営評

価委員会及び最上位計画策定審議会に報告した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 施策評価・事務事業評価の実施

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

64,862 2,438,762 2,503,624

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 1 31 32

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 各職場における業務の総点検

取 組 項 目 42 情報資産の利活用【情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクショ

ンプランの取

組結果

　各職場における業務の最適化の観点から，平成 23 年度に中央図書館の図書検索システムを

更新する際，システム運用経費の削減及び広域化の事務統合などが可能となる，クラウドシス

テムを導入しました。

後期アクショ

ンプランの取

組内容

　既存システムを更新する際は，引き続き，費用対効果を検証したうえで，順次クラウド化を

推進します。

　また，基幹系システムなどの情報管理について，コストの適正化の観点から，必要な情報が

どのような形状で管理・保管されているのかなどを把握し，情報資産利活用が可能となるデー

タベースシステムを導入します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　クラウド化の推進
クラウド化の 推進

　情報資産利活用システムの

　構築・導入

情報資産利活用 システムの検討 構築・導入

達成目標
　既存システムを更新する際は，費用対効果の検証，通信インフラ等のリスク分析をしたうえ

で，クラウド化が図られています。また，情報資産利活用システムが構築され，コストの適正

化などが図られています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

・クラウド化の推進：　クラウド型財務会計システムの導入
・情報資産利活用システムの構築・導入：　情報資産利活用データベースシステムの利用方針の決定

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）クラウド型財務会計システム導入

　　　システムのクラウド化については，システム経費の削減や職員の作業負担の軽減などから総務

　　省においても地方公共団体におけるクラウド導入を資する目的で指針などが定められている。こ

　　のことから，本市においては「図書館システム」，「被災者支援システム」，「総合福祉システ

　　ム」，「健康管理システム」を更新時期に合わせ，クラウド化してきた。　　　

　　　財務会計システムの更新作業に関しては，財政課が主体となり進めており，技術的な側面から

　　支援する。特に，クラウド化に係る事業者との調整や既存インフラの活用について積極的な支援

　　を行う。　

（２）情報資産利活用データベースシステムの利用方針の決定　

　 　　基幹系システムからのデータ取込に伴う，情報資産利活用システム側での再精査を行ったうえ

　　で，次期住民情報基幹系システムの構築を踏まえ，委託ベンダーの提案などを参考に，利用方針

　　を決定する。　　　　　　　
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
■　見直しが必要 

　財務会計システムに関しては，クラウド化について委託業者と技術的な協議を行い，

システム更新を行った。情報資産利活用システムの構築・導入にあたっては，セキュ

リティ強靭化対応，情報資産利活用システムのデータを各業務システム構築の際に利

用した場合，コスト増となることが考えられる。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）クラウド型財務会計システム導入

　　・ネットワーク（ＩＢＢＮ）に関する委託業者との協議

　　・クラウド化に伴うデータセンターの利用及び市電算室内の機器設置に関する協議

      ・平成27年6月末にクラウド型財務会計システムの運用開始

（２）情報資産利活用データベースシステムの利用方針の決定　
　　①データ項目の確定等
　　・月次定例会での協議や住民情報基盤研究会（埼玉県川口市ほか9団体）への参加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　②セキュリティ対策強化
　　・国及び県が主催するセキュリテイ対策会議への参加
　　・情報資産利活用ＤＢ及び住民情報基幹系システムの委託業者との「セキュリティ対策強化
　　　（ネットワークの見直し）」に関する協議及びその対応
　　　　　　　　
　　③情報資産利活用データベース本格運用後の想定　
　　・次期住民情報基幹系システムをクラウドで再構築した場合，経費抑制のため，情報資産利活用
　　　ＤＢシステムを住民情報基幹系システムのデータセンターへの移設可否の検討
　　　（検討結果：データセンターの統合は不可能。よって経費の二重化となる）
　　・各業務システム再構築時における情報資産利活用ＤＢのデータ利用による経費の積算
　　　（検討結果：各業務システム再構築の際，移行データとして情報資産利活用ＤＢのデータを利
　　　　用した場合，新たなカスタマイズが必要となり，構築費用が増大）
　　　　　　　　
　　＊　セキュリティ対策強化や利活用ＤＢ本格運用後の想定から現在，システムの利用を休止

目標到達度 目標未達成 到達度      ---　 ％ 
（課題）情報資産利活用ＤＢ利用によ

るコスト増

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

2,160,000 1,676,649 3,836,649

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 28 22 50

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

クラウド型システムの導
入件数

６件（図書館情報システム，被災者支援システム，ホームページ作成システム，総合福祉

システム，健康管理システム，財務会計システム）　
※情報資産利活用データベースは休止　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 民営化・民間委託の推進

取 組 項 目 43 指定管理者制度等の推進【企画課・交通防犯課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　民営化・民間委託の推進の観点から，指定管理者制度を導入する公の施設について検討を行

いました。平成 26 年度に総合運動公園に指定管理者制度の適用を目指すこととしました（完

了）。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　平成 26 年度に総合運動公園等のスポーツ関連施設に指定管理者制度を導入した。他の公の

施設についても指定管理者制度の適用について検討を行い，順次，民間活力を積極的に活用し

ます。

　また，社会福祉法人等の民間活力を導入し，旧大宮保育所及び旧北文間保育所跡地に，私立

認可保育所を開設します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　指定管理者制度の推進

（総合運動公園等へ適用，

　順次活用）

指定管理者制度

(総合運動公園

の推進

等に適用) 順次 活用

　民営活力の導入

（旧北文間及び旧大宮保育所跡地

　に私立認可保育所を開設）

民間活力の

(私立認可保育

導入

所の開設)

達成目標
　指定管理者制度及び民間活力の導入などに伴い，民間事業者による公共サービスが展開され

ています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

佐貫駅東駐輪場における次期指定管理者の決定と円滑な管理運営のための業務引継ぎの完了

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）佐貫駅東駐輪場における指定管理者の更新
　　①募集方法等に関する決定（4 月臨時庁議）

　　②申請要領・業務仕様書等の決定（5 月定例庁議）

　　③指定管理者選定委員会の開催（8 月上旬）

　　④次期指定管理者に係る議案上程（第 4 回市議会定例会）

　　⑤次期指定管理者との指定管理に係る基本協定の締結及び業務引継ぎ（1 月～）
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　議会での決議を経て，佐貫駅東駐輪場の指定管理者を決定し，来年度からの管理運

営のための基本協定及び年度協定を締結した。今後は，施設の管理運営について，

サービス向上や利用者の安全対策等，所期の目的に沿って行われているかのモニタリ

ングが重要となる。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）佐貫駅東駐輪場における指定管理者の更新

　　①次期指定管理者候補選定に当たっての考え方の確認（5/26）

　　　学識経験者や公募市民等で構成する指定管理者選定委員会において，高齢者施策の一環として，

　　　増加する高齢者への就業機会の拡充を図るべく，（公社）龍ケ崎市シルバー人材センターを当

　　　該施設の次期候補者としたい市の方針を説明した。これを受け，当該団体から提出される事業

　　　計画書やプレゼンテーション等により，指定管理者選定委員会でその適格性を確認していくこ

　　　とを決定した。

　　②指定管理申請書の受付（7/14）→（公社）龍ケ崎市シルバー人材センターから申請

　　③指定管理者選定委員会の開催（7/29）

　　　申請者である（公社）龍ケ崎シルバー人材センターから管理運営に関するプレゼンテーション

　　　を受けた後，管理運営計画に関するヒアリングを実施した。また，審査基準表に基づき指定管

　　　理者候補者としての適格性の確認を行った結果，当該団体は十分にその適格性を有しているこ

　　　とから，次期指定管理者候補として選定した。

　　④仮協定の締結

　　　選定結果に基づき，指定管理候補者を決定した後，当該候補者との間で仮協定を締結した。

　　⑤指定に関する議案上程

　　　第4回定例会において，指定管理候補者が指定管理者として議決された。

　　⑥指定管理者との協定締結，業務引継ぎ

　　　指定管理者との間で，基本協定，年度協定の締結及び業務引継ぎを行い，来年度からの指定管

　　　理者制度適用に係る準備業務を全て完了させた。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 指定管理者制度適用準備完了

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 1,448,015 1,448,015

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 0 19 19

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 市民サービスの向上

取 組 項 目 44
窓口サービスの機能強化【市役所本庁舎 1 階及び 2 階の担当課

（市民窓口課など）・情報政策課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　市民サービスの向上の観点から，住民情報基幹系システムの再構築を行い，転入転出の手続

きや，各種証明書の発行が 1 箇所で行うことができるシステムへの変更及び整備を行いました。

これに伴い，総合的窓口が平成 23 年度に開設されました。

　また，平日昼間に市役所に来庁することができない市民のために，平日夜間及び休日の窓口

開設を平成24年度に試行的に実施しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　市民サービスの向上の観点から，引き続き，平日夜間及び休日の窓口開設を実施します。

また，既存のシステムを更新する際，他の部門のシステムとの連携を図り，窓口サービスの

充実を図ります。

　このほか，総合運動公園などのスポーツ施設のほか，文化会館その他の公共施設もインター

ネット予約の拡充を図ります。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　平日夜間及び休日の窓口開設
平日夜間・ 休日の窓口開設

　システム連携の強化
システム連携 の強化

　公共施設インターネット予約

　の拡充

インターネット 予約の拡充

達成目標
　平日夜間及び休日の窓口開設，システム連携の強化，公共施設インターネット予約の拡充に

伴い，窓口サービスの機能強化が図られています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

（１）更なる市民サービス向上のため，新たに「窓口アンケート調査」を実施する。また，昨年度に
　　引き続き，「平日夜間・休日開庁」を実施し，窓口サービス機能の強化を目指す。
（２）システム連携の強化：住民情報基幹系システムの更新に係る方針を決定する。
（３）公共施設インターネット予約拡充：公共施設インターネット予約拡充の方針を決定する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

（１）市民サービスの向上

　　①窓口アンケート調査の実施

　　・窓口でのあいさつや接遇態度，窓口環境等に関するアンケート調査を実施する。

　　②窓口業務の平日夜間・休日開庁の実施

　　・来庁者数等のデータ収集を行い，対象業務等の再検証をする。

（２）住民情報基幹系システムの更新に係る方針決定　

　　　平成 30 年 1 月に稼働を予定している次期住民情報基幹系システムに関しては，番号制度の対応を勘案したリスク管理を

　　考慮するとともに，クラウド化，情報資産利活用データベースとの連携などが可能となるシステムの導入について，方針決

　　定（既存システムの再リースも含め検討）する。

　　【具体の内容】

　　　① 現行のシステムの稼働状況などの検証　　　　　　　② 事業者への情報提供依頼

　　　③ 方針案を取りまとめ，情報化推進委員会の承認　　　④ ②を経たのち庁議で決定

（３）公共施設インターネット予約拡充の方針決定

　　　現行の共同利用しているシステムが平成 27 年9月末にリース期間終了となることから，茨城県において，「次期いばら

　　き公共施設予約システム検討ワーキンググループ」による検討を進めている。市の費用負担については，施設ごとに発生す

　　ることから，費用対効果を考慮し，関係課と協議を行い，市民サービスの向上が見込まれる施設を決定する。
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　窓口サービスの充実に向けての参考資料とするため，来庁者にアンケートを実施し

た。好評な意見が多く寄せられる一方，夜間や休日開庁に関する意見があり，現行の

取組以上のサービスが求められている。公共施設インターネット予約拡充については，

現システムを１年間再リースすることにより再度十分な検討を行うことになった。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）市民サービスの向上

　　①アンケート調査の実施

　　・実 施 日 ：10 月 16 日から 29日の開庁日（11 日間）　・回答者数：601人

　　・実施方法：アンケート用紙を市民窓口課の窓口で配布　　・集計結果：市公式サイトにて公表
　　②窓口業務の平日夜間及び休日開庁の実施

開庁日時 開庁窓口 H27 年度 H26 年度

平日

夜間

毎月第2･4木曜日

17時15分～19時

本庁舎 1 階（全9課）

2 階（教育総務課・生涯学習課）
52.5人／日 43.9人／日

休日

開庁

毎月第3 日曜日

1 月からは第２日曜日9時～16時
市民窓口課 80.2人／日 51.7人／日

　　　1 日あたりの来庁者数は，利用者が年々増加傾向にあるのに加え，1 月より実施したマイナン

　　　バーカードの交付により増加した。夜間や休日の来庁者数が増加していることや，アンケート

　　　での要望を踏まえ，平成 28 年 7 月 1 日より，午後 7時まで毎日利用できる「市民窓口ステー

　　　ション」を開設し，更なる市民サービスの向上を図る。

（２）住民情報基幹系システム更新に係る方針決定　
　　　平成 30 年 1 月に稼働を予定している次期住民情報基幹系システムについて，現システムを検
　　証した結果，7 年目の利用は保守対象外となった（再リース）。システムや機器の障害発生によ
　　る市民サービスへの影響を考慮し，クラウド型システムでの構築とした情報システム中期事業計
　　画を作成し，情報化推進委員会にて承認され予算化を行った。

（３）公共施設インターネット予約拡充の方針決定
　　　昨年度に引き続き「次期いばらき公共施設予約システム検討ワーキンググループ」に参加した。
　　　ワーキングの中で検討した結果，当初の予定では次期システム構築に十分な期間が確保出来な
　　いため，現行システム 1 年間の再リース（平成 29年9月末まで）とし，その間継続して検討を
　　行うこととした。対象施設の決定については，費用対効果を考慮し，引き続き検討していく。

目標到達度 目標未達成 到達度      ---　 ％ 公共施設インターネット予約拡充の方針決定

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

572,400 9,297,780 9,870,180

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 8 119 127

②

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

来庁舎数・伸び率
平日夜間：1,206人（対前年度比：153人増，14.5%増）
休日開庁：　962人（対前年度比：342人増，55.2%増）
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ５ 市民の視点から捉えた事務事業の総点検

推 進 項 目 ― 施設の有効活用

取 組 項 目 45 公共施設再編成の基本方針の推進【資産管理課・企画課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　施設の有効活用の観点から，少子高齢化の進行及び人口減少社会等に伴う公共施設の機能面

の乖離及び今後の公共施設更新に伴う財政負担を踏まえるとともに，公共施設の必要性の高い

機能を確保するため，「龍ケ崎市公共施設再編成の基本方針」を平成 24 年度に策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　公共施設再編成の基本方針の基本的な考え方を踏まえ，公共施設の再編成を推進するため，

個別の施設の取扱などを具体的に定めた行動計画を策定し，行動計画に基づき個別の施設の見

直し及び官民連携を推進します。

　また，公共施設の長寿命化を図るため，各施設の修繕履歴等の情報のデータベース化を行い

ます。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　行動計画の策定・推進
行動計画の策定 行動計画 の推進

　官民連携の推進
官民連携の 推進

　公共施設の長寿命化の推進
長寿命化の 推進

達成目標
　公共施設再編成の基本方針に基づく行動計画が平成 2 ６年９月に策定され，公共施設の機能

面や管理面の改善，再編成などを計画的に推進しています。

　また，各施設の修繕履歴等がデータベース化されています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

   ・公共施設等総合管理計画を策定する。
　・保健福祉施設の複合化・多機能化に向けて基本構想を策定する。

　・ＰＦＩ導入可能性調査（給食センター）を踏まえ，事業推進の方向性を整理する。　

　・公共施設の一元管理システムを導入し，公共施設情報のデータベース化を行う。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど

（１）行動計画の推進・基本方針の見直し

　　①公共施設等総合管理計画（基本方針の見直し）の策定　

　　　インフラ資産を含む公共施設等の現況と将来の見通し，総合的かつ計画的な管理に関する基本

　　　的な方針等をまとめ，公共施設等総合管理計画を策定する。

　　②保健福祉施設の複合化・多機能化，出張所の再編等

　　　市民ワークショップの意見なども参考に，基本構想等を策定する。

　　②公共施設等マネジメント推進委員会　

　　　外部組織の公共施設等マネジメント推進委員会に諮り，幅広い視点から検討する。

　　③議会・市民との意見交換・情報提供　

　　　市民フォーラムを開催し，再編成に向けた意見交換を実施する。

（２）官民連携の推進

　　①給食センターのPFI導入検討：PFIの効果を検証し，事業の方向性を整理する。

　　②指定管理者の更新（佐貫駅東駐輪場）

（３）公共施設の長寿命化の推進

　　①保全マネジメントシステムの導入

　　　施設情報を一元管理し，効率的・効果的な維持管理と予防保全・長寿命化を推進する。

　　②中期５か年保全計画の策定　　
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３　平成 2７年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　公共施設等総合管理計画を策定するとともに，市民ワークショップの提案や関係課
の協議などを踏まえ，保健福祉施設の複合化・多機能化に向けた基本構想を策定した。
　今後は，第１期行動計画の推進に加え，公共施設等総合管理計画を基にした第２期
行動計画を策定していく。また，導入した保全マネジメントシステム等を活用して，
施設の長寿命化，適正管理を図っていく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）行動計画の推進・基本方針の見直し　　　　　　　　　　　　　　公共施設等総合管理計画 ▼ 

　　①公共施設等総合管理計画(基本方針の見直し)の策定（平成 28 年3月）

　　・公募型プロポーザル方式による事業者選定　6/25契約締結　　　　

　　・市民アンケート実施　調査期間9/15～10/31　配付数：2,000通

　　・パブリックコメントの実施　意見募集期間：2/3～2/23　

　　　  意見提出者数・回答数：３名，21件

　　②保健福祉施設の複合化・多機能化，出張所の再編等

　　・市民ワークショップからの提案発表　開催日：6/28

　　・新保健福祉施設整備基本構想を平成 28 年3月に策定

　　・市民窓口ステーションを平成 28 年 7 月を目途に開設予定

　　③公共施設等マネジメント推進委員会　

　　　幅広い視点から検討した。開催日：7/16，10/20，1/27，3/4

　　④市民との意見交換・情報提供　

　　　市民フォーラムを開催し，再編成に向けた意見交換を実施した。

　　　開催日：11/29　　参加者数：141名

（２）官民連携の推進

　　①給食センターのPFI導入検討：PFI導入可能性調査を踏まえ，事業推進の方向性を庁議で報告。

　　②指定管理者の更新：佐貫駅東駐輪場（H28～30年度（公社）龍ケ崎市シルバー人材セン

　　　ター）

（３）公共施設の長寿命化の推進

　　①保全マネジメントシステムの導入

　　　6 月より保全マネジメントシステムを導入し，全公共施設について基礎的データを入力した。

　　②中期５か年保全計画の策定

　　　公共施設の修繕について各所管課と緊急性・妥当性を調整し，中期５か年保全計画を策定した。

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 公共施設等総合管理計画の策定等

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

123,323,667 26,750,170 150,073,837

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

33 9 58 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 1,569 341 1,910

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ６ 未来につながる安定した財政運営

推 進 項 目 ― 財政収支の把握・財政情報の公表

取 組 項 目 46 財政情報の公表【財政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　財政情報の公表の観点から，予算・決算の概要を家計に例えてわかりやすく公表したり，予

算の編成過程を節目節目で公表したり，財務諸表などの財政情報を積極的に公表しました。

　また，財政規律の強化の観点から，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例」及び施

行規則を平成24年10月に施行し，この中で財政収支の見通しなどの公表を義務付けました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　財政状況に関して市民との情報共有を図るため，毎年度の当初予算の状況を含めた編成過程

及び歳入歳出決算の状況などを公表します。

また，単年度の財政状況だけでなく，長期的な視点から，財政収支の見通しについても公表

します。このほか，金融機関等に企業会計の分析手法を勘案した財政情報を提供します。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　当初予算の状況及び編成過程など

　の公表（条例第 6 条関連）

当初予算 などの公表

　財政収支見通しの公表

　（条例第17条関連）

財政収支 見通しの公表

　企業会計を勘案した財政

　情報の提供（条例7条関連）

財政情報の 提供

達成目標
　当初予算の編成過程の状況などが公表され，財政状況について市民と共有化が図られていま

す。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　財政運営の基本指針等に関する条例及び施行規則に基づき，財政に関する情報などを適時適切に公
表し，透明性の向上や情報開示の充実に努める。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

　予算編成プロセスなどの透明化・可視化に継続的に取り組むとともに，事業別予算編成プロセスの

中から全ての事業ついて，その事業概要を掲載し公表する。また，分かりやすく，迅速な公表に留意

し，様々な視点からの財政状況などについて広く市民などの理解を得られるよう市公式ホームページ

や広報紙を用いて公表する。
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

■　順　調
□　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　平成 28 年度当初予算要求・査定状況の公表資料のうち，事業別の予算要求・査定

状況について，要求・査定額及び事業名だけでは個別の事業内容を理解することが困

難である事業もあることから，全ての事業についてその概要の掲載を行った。今後も，

各事業概要について，より分かりやすい内容とすべく，検討を進めていく。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

　平成28年度予算編成課程の公表資料から，事業別予算の要求・査定状況において，要求・査定額及

び事業名だけでなく，全ての事業の概要を市公式ホームページに掲載した。

　説明内容については，事業担当課へ確認を行い ，事業名称だけではその内容を理解することが困難

であると思われる事業については，特に分かりやすく簡潔な内容とするように努めた。　　

目標到達度 目標達成 到達度 --- ％ 市公式ホームページで公表

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 304,845 304,845

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 0 4 4

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 
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行政改革大綱・後期アクションプラン　進行管理シート

基　本　方　針 ３ 効率的で質の高い市政を実現しよう

重 点 項 目 ６ 未来につながる安定した財政運営

推 進 項 目 ― 中期財政計画の策定・推進

取 組 項 目 47 中期財政計画の推進【財政課】

１　取組項目の内容

前期アクシ

ョンプラン

の取組結果

　財政健全化プランの策定・推進の観点から，基礎自治体としての責任と役割を果たすととも

に，持続可能な行政運営を担保する柔軟な財政構造を構築するため，「龍ケ崎市第 3 次財政健

全化プラン」を平成 22 年 5 月に策定し，財政健全化に関する取組を推進してきました。

　また，財政規律の強化の観点から，「龍ケ崎市財政運営の基本指針等に関する条例」及び施

行規則を平成24年10月に施行し，当該条例及び施行規則の中で財政運営の目標を達成及び維

持するため，「中期財政計画」を平成24年度に策定しました。

後期アクシ

ョンプラン

の取組内容

　財政力の向上を図るため，財政指標を用いて 5 つの目標を定めた，中期財政計画を推進しま

す。

取組事項 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度

　中期財政計画の推進
中期財政 計画の推進

達成目標 　中期財政計画で定めた 5 つの目標を達成しています。

2　平成 27 年度の達成目標と取組事項 

達
成
目
標 

　経常収支比率を前年度比より低減させ，中期財政計画期間内の目標達成（90％以下）に向けた財政
運営に努めるとともに，積立金残高比率 35％以上を維持する。

目
標
達
成
に
向
け
た
具
体
の
取
組
事
項
な
ど 

　目標の実現に向けて，中期財政計画に沿った財政力強化の取組を継続して推進し，当初予算段階の

財源不足を解消するとともに，将来の財政需要を見据え，財政調整基金の積み増しに努める。
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３　平成 27 年度取組状況

実施工程進捗状況 取組状況と事業推進上の課題 

□　順　調
■　概ね順調
□　遅れている
□　見直しが必要 

　歳出予算の適正な執行を行うとともに，補正予算編成過程においては，積立財源を

確保できるよう市税等の動向を把握する等，中期財政計画における財政健全化の取組

の推進に努めた。持続可能な財政基盤を構築していくためにも，継続した財政健全化

の取組が必須である。

具
体
の
活
動
実
績
及
び
成
果 

（１）経常収支比率

　　　平成27年度経常収支比率は90.1%となり，前年度と比較して0.3％改善した。経常経費充当一

　　般財源としては，子ども子育て支援新制度による施設型給付費の増加や，地域手当支給率の改定

　　により人件費が増加しているものの，経常一般財源である地方消費税交付金等の増収により，比

　　率は概ね平成26年度決算と同水準となったが，目標値の達成には至らなかった。

（２）積立金残高比率

　　　平成27年度当初予算段階で財源不足のため計上していた財政調整基金繰入金300,000千円を，

　　平成26年度決算の実質収支（1,063,749千円）を活用して解消するとともに，平成27年度決算

　　収支により新たに200,000千円の積み立てを行った。

　　　また，今後の公共施設や学校施設の更新需用に備え，公共施設維持整備基金に200,000千円，

　　義務教育施設整備基金に100,000千円の積み増しを行った。

　　　これにより，平成27年度決算ベースの積立金残高比率は42.5%となり，平成26年度と比較し

　　て1.9％比率が上昇した。

目標到達度 目標未達成 到達度 50 ％ 
経常収支比率及び積立金残高比率の目

標値

４　コスト情報

コスト（円） 

事業費（決算額）（A） 人件費（按分）（B） 総事業費（A＋B） 

0 152,423 152,423

財源構成（％） 
市（税等 ) 国県支出金 借入金（市債） その他（受益者負担金等)

100 0 0 0

単位コスト（円） 事業費（C） 人件費（D） 総事業費（C＋D） 

① 市民１人当たり（78,630人） 0 2 2

②

③

５　活動実績や成果に関する指標

指　　標 実績値，推移，他自治体比較など 

経常収支比率・積立金残
高比率

経常収支比率　：90.4%（平成 26 年度）　→　90.1％（平成 27 年度）
積立金残高比率：40.6%（平成 26 年度）　→　42.5％（平成 27 年度）

30


